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川崎市手数料条例の一部を改正する条例 改正概要 

１ 改正の概要 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（以下、「建築物省エネ法」という。）の一部改

正（令和元年５月17日公布、令和３年４月１日施行）及び同法施行令の一部改正（令和２年９月４

日公布、令和３年４月１日施行）並びに建築基準法施行規則の一部改正（令和２年12月23日公布、

令和３年１月１日施行）に伴い、川崎市手数料条例（以下、「条例」という。）の改正を行う。 

２ 建築物省エネ法の概要

建築物省エネ法は、社会経済情勢の変化に伴い、建築物におけるエネルギーの消費量が著しく増

加していることに鑑み、一定規模以上の建築物の省エネ基準への適合性を確保するための措置と、

建築物エネルギー消費性能向上計画認定の措置により建築物の省エネ性能の向上を図ることを目

的としている。 

３ 建築物省エネ法の主な改正内容 

（１）建築物エネルギー消費性能基準への適合義務対象の拡大 

現在2,000㎡以上の非住宅の建築物は、新築時等に建築物エネルギー消費性能基準（以下、「省

エネ基準」という。）への適合が義務付けられており、確認済証の交付までに当該基準に適合して

いることの所管行政庁等による判定（建築物エネルギー消費性能適合性判定、以下「省エネ適判」

という。）を受ける必要がある。今回の改正により、当該基準への適合が義務付けられる対象が延

べ面積300㎡以上の非住宅の建築物へと拡大された。 

（２）小規模建築物に係る省エネ性能に関する説明の義務付け 

   延べ面積が300㎡未満の小規模建築物の新築等に係る設計の際に、当該建築物の省エネ基準へ

の適否及び同基準に適合しない場合の省エネ性能確保のための措置について、建築士から建築主

に書面で説明を行うことを義務付ける規定が設けられたことに伴い、他の条文が繰り下がった。 

 現行  改正後 

非住宅 住宅 非住宅 住宅 

大規模 

(2,000㎡以上) 

適合義務 

【建築確認手続

きに連動】
届出義務 

【基準に適合せ

ず、必要と認め

る場合、指示、

命令等】

適合義務 

【建築確認手続

きに連動】

届出義務 

【基準に適合せ

ず、必要と認め

る場合、指示、

命令等】

中規模 

(300㎡以上 

2,000㎡未満)

届出義務 

【基準に適合せ

ず、必要と認め

る場合、指示、

命令等】

小規模 

(300㎡未満) 

努力義務 

【省エネ性能向上】

努力義務 

【省エネ基準適合】 

※建築士から建築主への説明義務

表１ 主な改正内容
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４ 建築基準法施行規則の主な改正概要 

  押印を求める手続きの見直し等のための国土交通省関係省令の一部改正により、建築基準法施行

規則第11条の３に規定する磁気ディスク等による手続の規定が削除されたことに伴い、他の条文が

繰り上がった。 

５ 条例の改正内容 

（１）省エネ基準適合義務対象の拡大に伴う審査手数料の新設

   省エネ適判の申請に係る申請手数料については、建築物の各部分における「評価方法」及び「床

面積」に応じた区分により手数料を算定した額としている。 

今回の法改正に伴い、非住宅部分の床面積の合計が300㎡～2,000㎡未満の建築物についても適

合義務対象となったことから、申請手数料の設定について検討を要することとなった。 

このことについて、国より「300㎡～1,000㎡未満」及び「1,000㎡～2,000㎡未満」の２つの区

分が示されたことから、本条例においても同様の区分における手数料を新たに設定する。 

（２）その他

   建築物省エネ法及び建築基準法施行規則の改正に伴う所要の整備を行う。また、低炭素建築物

新築等計画の認定の申請に係る手数料等についても、省エネ適判と同様の区分が示されたことか

ら、併せて改正を行う。 

６ 施行期日 

  令和３年４月１日から施行する。ただし、建築基準法施行規則の改正に伴う条例の改正（第２条

第248号）については、公布の日から施行する。 

現行  改正後 

0～300㎡未満 9,600円 0～300㎡未満 9,600円

300㎡以上2,000㎡未満※ 27,000円
300㎡以上1,000㎡未満 17,000円

1,000㎡以上2,000㎡未満 27,000円

2,000㎡以上5,000㎡未満 81,000円 2,000㎡以上5,000㎡未満 81,000円

5,000㎡以上10,000㎡未満 130,000円 5,000㎡以上10,000㎡未満 130,000円

10,000㎡以上25,000㎡未満 160,000円 10,000㎡以上25,000㎡未満 160,000円

25,000㎡以上 200,000円 25,000㎡以上 200,000円

表２ 手数料算定例の比較（省エネ適判の手数料(第268号ア(イ))の場合） 

※本市条例においては、「床面積」の区分について、現行の適合義務対象である2,000㎡以上の各区分の他

に、「０㎡～300㎡未満」及び「300㎡～2,000㎡未満」の区分を設けているが、これは非住宅部分の床面

積の合計が2,000㎡以上で省エネ基準への適合義務の対象となる建築物のうち、「工場その他エネルギー

の使用の状況に関してこれに類する建築物」にあっては、省エネ適判の評価の対象とならない部分が大

半であることから、工場等の用途に供する部分の床面積を除いた面積で手数料を算定するため、当該区

分を設定している。
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川崎市手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市手数料条例 ○川崎市手数料条例 

昭和25年３月29日条例第６号 昭和25年３月29日条例第６号

第２条 手数料は、次の種別に従い、請求、交付又は検査の際、請求者から

徴収する。ただし、第279号の手数料については、月ごとに徴収することが

できる。 

第２条 手数料は、次の種別に従い、請求、交付又は検査の際、請求者から

徴収する。ただし、第279号の手数料については、月ごとに徴収することが

できる。 

(１)～(196) 略 (１)～(196) 略 

(197) 建築基準法第７条第１項の規定に基づく申請又は同法第18条第16

項の規定に基づく通知に係る完了検査（当該完了検査の対象に建築物の

エネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号。以下「建

築物省エネ法」という。）第12条第１項若しくは第２項又は第13条第２

項若しくは第３項の建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けた建築

物エネルギー消費性能確保計画又は当該計画の変更に係る建築物（以下

この号において「判定建築物」という。）が含まれる場合に限る。） 

(197) 建築基準法第７条第１項の規定に基づく申請又は同法第18条第16

項の規定に基づく通知に係る完了検査（当該完了検査の対象に建築物の

エネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号。以下「建

築物省エネ法」という。）第12条第１項若しくは第２項又は第13条第２

項若しくは第３項の建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けた建築

物エネルギー消費性能確保計画又は当該計画の変更に係る建築物（以下

この号において「判定建築物」という。）が含まれる場合に限る。） 

ア 新築に係る完了検査 １件につき 前２号に規定する額に次に掲げ

る判定建築物の区分に応じ次に規定する額を加えた額 

ア 新築に係る完了検査 １件につき 前２号に規定する額に次に掲げ

る判定建築物の区分に応じ次に規定する額を加えた額 

(ア) 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

19,000円 

(ア) 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

19,000円 

(イ) 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平方メ

ートル未満のもの 27,000円

（新設） 

(ウ) 非住宅部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000平方

メートル未満のもの 38,000円 

(イ) 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のもの 38,000円 

(エ) 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 95,000円 

(ウ) 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 95,000円 

(オ) 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 140,000円 

(エ) 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 140,000円 

(カ) 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 180,000円 

(オ) 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 180,000円 

(キ) 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの

220,000円 

(カ) 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの

220,000円 

イ 増築又は改築に係る完了検査 １件につき 前２号に規定する額に

次に掲げる場合の区分に応じ次に規定する額を加えた額 

イ 増築又は改築に係る完了検査 １件につき 前２号に規定する額に

次に掲げる場合の区分に応じ次に規定する額を加えた額 

(ア) 増築又は改築に係る部分についてのみ建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令（平成28年経済産業省・国土交通省令第１号。

第268号、第270号及び第274号において「基準省令」という。）第１

条第１項第１号イ又はロに規定する非住宅部分の設計一次エネルギ

ー消費量が計算されている場合 次に掲げる判定建築物の区分に応

じ次に規定する額 

(ア) 増築又は改築に係る部分についてのみ建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令（平成28年経済産業省・国土交通省令第１号。

第268号、第270号及び第274号において「基準省令」という。）第１

条第１項第１号イ又はロに規定する非住宅部分の設計一次エネルギ

ー消費量が計算されている場合 次に掲げる判定建築物の区分に応

じ次に規定する額 

ａ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方メー

トル未満のもの 19,000円 

ａ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方メー

トル未満のもの 19,000円 

ｂ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方メー

トル以上1,000平方メートル未満のもの 27,000円

ｃ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が1，000平方メ

ートル以上2,000平方メートル未満のもの 38,000円 

ｂ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方メー

トル以上2,000平方メートル未満のもの 38,000円 

ｄ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メ

ートル以上5,000平方メートル未満のもの 95,000円 

ｃ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メ

ートル以上5,000平方メートル未満のもの 95,000円 

ｅ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メ

ートル以上10,000平方メートル未満のもの 140,000円 

ｄ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メ

ートル以上10,000平方メートル未満のもの 140,000円 

ｆ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メ

ートル以上25,000平方メートル未満のもの 180,000円 

ｅ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メ

ートル以上25,000平方メートル未満のもの 180,000円 

ｇ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メ

ートル以上のもの 220,000円 

ｆ 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メ

ートル以上のもの 220,000円 

(イ) (ア)以外の場合 １件につき アに規定する額 (イ) (ア)以外の場合 １件につき アに規定する額 

非住宅部分の床面積の合計は、工場その他エネルギーの使用の状況に

関してこれに類する判定建築物の部分で市長が認めるものに係る床面積

を除いて算定する。 

非住宅部分の床面積の合計は、工場その他エネルギーの使用の状況に

関してこれに類する判定建築物の部分で市長が認めるものに係る床面積

を除いて算定する。 

(198)～(247) 略 (198)～(247) 略 

(248) 建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）第１１条の３第１

項第１号から第６号までに掲げる書類（以下「建築計画概要書等」とい

う。）の写しの交付 １件につき 300円 

(248) 建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）第１１条の４第１

項第１号から第６号までに掲げる書類（以下「建築計画概要書等」とい

う。）の写しの交付 １件につき 300円 

１の建築計画概要書等ごとに１件とする。ただし、建築基準法施行規

則第１１条の３第１項第５号に掲げる処分等概要書の写しと当該処分等

概要書に係る同項第１号又は第２号に掲げる建築計画概要書又は築造計

１の建築計画概要書等ごとに１件とする。ただし、建築基準法施行規

則第１１条の４第１項第５号に掲げる処分等概要書の写しと当該処分等

概要書に係る同項第１号又は第２号に掲げる建築計画概要書又は築造計
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改正後 改正前 

画概要書の写しの交付の申請が同時に行われる場合は、１件とみなす。 画概要書の写しの交付の申請が同時に行われる場合は、１件とみなす。

(249)～(263) 略 (249)～(263) 略 

(264) 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）第53

条第１項の規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請（以下こ

の号及び次号において「認定申請」という。）に対する審査 

(264) 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）第53

条第１項の規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請（以下こ

の号及び次号において「認定申請」という。）に対する審査 

ア 認定申請に係る低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の促進に

関する法律第54条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を建築物省エ

ネ法第15条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関

又は登録住宅性能評価機関（第266号、第270号、第272号及び第274号

において「登録建築物エネルギー消費性能判定機関等」という。）が

証する書類が当該認定申請に係る申請書に添付されている場合 

ア 認定申請に係る低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の促進に

関する法律第54条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を建築物省エ

ネ法第15条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関

又は登録住宅性能評価機関（第266号、第270号、第272号及び第274号

において「登録建築物エネルギー消費性能判定機関等」という。）が

証する書類が当該認定申請に係る申請書に添付されている場合 

(ア) 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用に供する部分を有しな

いものに限る。以下この号、第266号、第270号、第272号及び第274

号において同じ。） １件につき 4,900円 

(ア) 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用に供する部分を有しな

いものに限る。以下この号、第266号、第270号、第272号及び第274

号において同じ。） １件につき 4,900円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係

る建築物の部分の区分に応じ次に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係

る建築物の部分の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分（人の居住の用に供する建築物の部分のうち住戸の部

分をいう。以下この号において同じ。） 次に掲げる住戸の総数

の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分（人の居住の用に供する建築物の部分のうち住戸の部

分をいう。以下この号において同じ。） 次に掲げる住戸の総数

の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） １戸 4,900円 （ａ） １戸 4,900円 

（ｂ） ２戸以上５戸以下 9,600円 （ｂ） ２戸以上５戸以下 9,600円 

（ｃ） ６戸以上10戸以下 16,000円 （ｃ） ６戸以上10戸以下 16,000円 

（ｄ） 11戸以上25戸以下 27,000円 （ｄ） 11戸以上25戸以下 27,000円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下 45,000円 （ｅ） 26戸以上50戸以下 45,000円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 81,000円 （ｆ） 51戸以上100戸以下 81,000円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 130,000円 （ｇ） 101戸以上200戸以下 130,000円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 160,000円 （ｈ） 201戸以上300戸以下 160,000円 

（ｉ） 301戸以上 170,000円 （ｉ） 301戸以上 170,000円 

ｂ 共用部分（人の居住の用に供する建築物の部分のうち住宅部分

を除いた部分をいう。以下この号において同じ。） 次に掲げる

建築物の区分に応じ次に規定する額 

ｂ 共用部分（人の居住の用に供する建築物の部分のうち住宅部分

を除いた部分をいう。以下この号において同じ。） 次に掲げる

建築物の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

9,600円 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

9,600円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平

方メートル未満のもの 17,000円

（新設） 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000

平方メートル未満のもの 27,000円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000平

方メートル未満のもの 27,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満のもの 81,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満のもの 81,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000

平方メートル未満のもの 130,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000

平方メートル未満のもの 130,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 160,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 160,000円 

（ｇ） 共用部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のも

の 200,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のも

の 200,000円 

ｃ 非住宅部分（住宅部分及び共用部分以外の建築物の部分をいう。

以下この号において同じ。） 次に掲げる建築物の区分に応じ次

に規定する額 

ｃ 非住宅部分（住宅部分及び共用部分以外の建築物の部分をいう。

以下この号において同じ。） 次に掲げる建築物の区分に応じ次

に規定する額 

（ａ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

9,600円 

（ａ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

9,600円 

（ｂ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000

平方メートル未満のもの 17,000円

（新設）

（ｃ） 非住宅部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上

2,000平方メートル未満のもの 27,000円 

（ｂ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000

平方メートル未満のもの 27,000円 

（ｄ） 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上

5,000平方メートル未満のもの 81,000円 

（ｃ） 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上

5,000平方メートル未満のもの 81,000円 

（ｅ） 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のもの 130,000円 

（ｄ） 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のもの 130,000円 

（ｆ） 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 160,000円 

（ｅ） 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 160,000円 

（ｇ） 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上の

もの 200,000円 

（ｆ） 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上の

もの 200,000円 

イ 認定申請に係る建築物又は建築物の部分に係る住宅品質確保法第６

条第１項に規定する設計住宅性能評価書（日本住宅性能表示基準に定

イ 認定申請に係る建築物又は建築物の部分に係る住宅品質確保法第６

条第１項に規定する設計住宅性能評価書（日本住宅性能表示基準に定
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改正後 改正前 

める断熱等性能等級及び一次エネルギー消費量等級に係る評価が行わ

れているものに限る。第266号、第270号及び第272号において「特定設

計住宅性能評価書」という。）が当該認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合 

める断熱等性能等級及び一次エネルギー消費量等級に係る評価が行わ

れているものに限る。第266号、第270号及び第272号において「特定設

計住宅性能評価書」という。）が当該認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 8,800円 (ア) 一戸建ての住宅 １件につき 8,800円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係

る建築物の部分の区分に応じ次に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係

る建築物の部分の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分 次に掲げる住戸の総数の区分に応じ次に規定する額 ａ 住宅部分 次に掲げる住戸の総数の区分に応じ次に規定する額

（ａ） １戸 8,800円 （ａ） １戸 8,800円 

（ｂ） ２戸以上５戸以下 23,000円 （ｂ） ２戸以上５戸以下 23,000円 

（ｃ） ６戸以上10戸以下 30,000円 （ｃ） ６戸以上10戸以下 30,000円 

（ｄ） 11戸以上25戸以下 43,000円 （ｄ） 11戸以上25戸以下 43,000円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下 64,000円 （ｅ） 26戸以上50戸以下 64,000円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 100,000円 （ｆ） 51戸以上100戸以下 100,000円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 150,000円 （ｇ） 101戸以上200戸以下 150,000円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 190,000円 （ｈ） 201戸以上300戸以下 190,000円 

（ｉ） 301戸以上 200,000円 （ｉ） 301戸以上 200,000円 

ｂ 共用部分 次に掲げる場合の区分に応じ次に規定する額 ｂ 共用部分 次に掲げる場合の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 建築物に係るエネルギーの使用の合理化の一層の促進そ

の他の建築物の低炭素化の促進のために誘導すべき基準（平成

24年経済産業省・国土交通省・環境省告示第119号）で定める方

法により共用部分の設計一次エネルギー消費量が計算されてい

る場合 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 建築物に係るエネルギーの使用の合理化の一層の促進そ

の他の建築物の低炭素化の促進のために誘導すべき基準（平成

24年経済産業省・国土交通省・環境省告示第119号）で定める方

法により共用部分の設計一次エネルギー消費量が計算されてい

る場合 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する額 

ⅰ 共用部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

110,000円 

ⅰ 共用部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

110,000円 

ⅱ 共用部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平方

メートル未満のもの 140,000円

（新設）

ⅲ 共用部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000平

方メートル未満のもの 180,000円 

ⅱ 共用部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000平方

メートル未満のもの 180,000円 

ⅳ 共用部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平

方メートル未満のもの 280,000円 

ⅲ 共用部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平

方メートル未満のもの 280,000円 

ⅴ 共用部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000

平方メートル未満のもの 360,000円 

ⅳ 共用部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000

平方メートル未満のもの 360,000円 

ⅵ 共用部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000

平方メートル未満のもの 430,000円 

ⅴ 共用部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000

平方メートル未満のもの 430,000円 

ⅶ 共用部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの

500,000円 

ⅵ 共用部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの

500,000円 

（ｂ） （ａ）以外の場合 ア(イ)ｂに掲げる建築物の区分に応

じア(イ)ｂに規定する額 

（ｂ） （ａ）以外の場合 ア(イ)ｂに掲げる建築物の区分に応

じア(イ)ｂに規定する額 

ｃ 非住宅部分 次に掲げる場合の区分に応じ次に規定する額 ｃ 非住宅部分 次に掲げる場合の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 建築物に係るエネルギーの使用の合理化の一層の促進そ

の他の建築物の低炭素化の促進のために誘導すべき基準で定め

る基準が適用される場合又は特別な調査若しくは研究の結果に

基づき当該基準と同等以上の基準であるとして市長が認めるも

のが適用される場合 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定

する額 

（ａ） 建築物に係るエネルギーの使用の合理化の一層の促進そ

の他の建築物の低炭素化の促進のために誘導すべき基準で定め

る基準が適用される場合又は特別な調査若しくは研究の結果に

基づき当該基準と同等以上の基準であるとして市長が認めるも

のが適用される場合 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定

する額 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

240,000円 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

240,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平

方メートル未満のもの 300,000円

（新設） 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000

平方メートル未満のもの 380,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000平

方メートル未満のもの 380,000円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満のもの 550,000円 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満のもの 550,000円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のもの 670,000円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のもの 670,000円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 790,000円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 790,000円 

ⅶ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のも

の 900,000円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のも

の 900,000円 

（ｂ） （ａ）以外の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ次に

規定する額 

（ｂ） （ａ）以外の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ次に

規定する額 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

97,000円 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

97,000円 
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ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平

方メートル未満のもの 120,000円

（新設） 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000

平方メートル未満のもの 160,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000平

方メートル未満のもの 160,000円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満のもの 260,000円 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満のもの 260,000円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のもの 330,000円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のもの 330,000円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 390,000円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 390,000円 

ⅶ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のも

の 470,000円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のも

の 470,000円 

ウ ア又はイ以外の場合 ウ ア又はイ以外の場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係る

一戸建ての住宅の区分に応じ次に規定する額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係る

一戸建ての住宅の区分に応じ次に規定する額 

ａ 床面積の合計が200平方メートル未満のもの 34,000円 ａ 床面積の合計が200平方メートル未満のもの 34,000円 

ｂ 床面積の合計が200平方メートル以上のもの 38,000円 ｂ 床面積の合計が200平方メートル以上のもの 38,000円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係

る建築物の部分の区分に応じ次に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係

る建築物の部分の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分 次に掲げる住戸の総数の区分に応じ次に規定する額 ａ 住宅部分 次に掲げる住戸の総数の区分に応じ次に規定する額

（ａ） １戸 34,000円 （ａ） １戸 34,000円 

（ｂ） ２戸以上５戸以下 69,000円 （ｂ） ２戸以上５戸以下 69,000円 

（ｃ） ６戸以上10戸以下 97,000円 （ｃ） ６戸以上10戸以下 97,000円 

（ｄ） 11戸以上25戸以下 140,000円 （ｄ） 11戸以上25戸以下 140,000円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下 200,000円 （ｅ） 26戸以上50戸以下 200,000円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 280,000円 （ｆ） 51戸以上100戸以下 280,000円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 380,000円 （ｇ） 101戸以上200戸以下 380,000円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 500,000円 （ｈ） 201戸以上300戸以下 500,000円 

（ｉ） 301戸以上 590,000円 （ｉ） 301戸以上 590,000円 

ｂ 共用部分 イ(イ)ｂに掲げる場合の区分に応じイ(イ)ｂに規定

する額 

ｂ 共用部分 イ(イ)ｂに掲げる場合の区分に応じイ(イ)ｂに規定

する額 

ｃ 非住宅部分 イ(イ)ｃに掲げる場合の区分に応じイ(イ)ｃに規

定する額 

ｃ 非住宅部分 イ(イ)ｃに掲げる場合の区分に応じイ(イ)ｃに規

定する額 

(265) 都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第２項後段の規定に基

づく確認申請書の提出が行われた場合における同法第53条第１項の規定

に基づく認定申請に対する審査 

(265) 都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第２項後段の規定に基

づく確認申請書の提出が行われた場合における同法第53条第１項の規定

に基づく認定申請に対する審査 

１件につき 前号の規定により算定した額に第194号に規定する額（確

認申請書に係る建築物の計画に昇降機に係る部分が含まれる場合にあっ

ては、同号に規定する額に第199号に規定する額を加えた額。第267号に

おいて同じ。）又は第199号に規定する額を加えた額 

１件につき 前号の規定により算定した額に第194号に規定する額（確

認申請書に係る建築物の計画に昇降機に係る部分が含まれる場合にあっ

ては、同号に規定する額に第199号に規定する額を加えた額。第267号に

おいて同じ。）又は第199号に規定する額を加えた額 

(266) 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第１項の規定に基づく

低炭素建築物新築等計画の変更（工事の着手予定時期又は完了予定時期

に係る変更を除く。）の認定の申請（以下この号及び次号において「変

更認定申請」という。）に対する審査 

(266) 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第１項の規定に基づく

低炭素建築物新築等計画の変更（工事の着手予定時期又は完了予定時期

に係る変更を除く。）の認定の申請（以下この号及び次号において「変

更認定申請」という。）に対する審査 

ア 変更認定申請に係る低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の促

進に関する法律第54条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を登録建

築物エネルギー消費性能判定機関等が証する書類が当該変更認定申請

に係る申請書に添付されている場合 

ア 変更認定申請に係る低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の促

進に関する法律第54条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を登録建

築物エネルギー消費性能判定機関等が証する書類が当該変更認定申請

に係る申請書に添付されている場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 2,450円 (ア) 一戸建ての住宅 １件につき 2,450円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 (イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 

ａ 都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第１項の認定を受け

た低炭素建築物新築等計画（以下この号において「認定済計画」

という。）に係る建築物の部分について第264号ア(イ)の規定によ

り算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ａ 都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第１項の認定を受け

た低炭素建築物新築等計画（以下この号において「認定済計画」

という。）に係る建築物の部分について第264号ア(イ)の規定によ

り算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分について第

264号ア(イ)の規定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分について第

264号ア(イ)の規定により算定した額 

イ 変更認定申請に係る建築物及び建築物の部分に係る特定設計住宅性

能評価書が当該変更認定申請に係る申請書に添付されている場合 

イ 変更認定申請に係る建築物及び建築物の部分に係る特定設計住宅性

能評価書が当該変更認定申請に係る申請書に添付されている場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 4,400円 (ア) 一戸建ての住宅 １件につき 4,400円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 (イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分について第264号イ(イ)の規定

により算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分について第264号イ(イ)の規定

により算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分について第

264号イ(イ)の規定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分について第

264号イ(イ)の規定により算定した額 
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改正後 改正前 

ウ ア又はイ以外の場合 ウ ア又はイ以外の場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次に掲げる一戸建ての住宅の区

分に応じ次に規定する額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次に掲げる一戸建ての住宅の区

分に応じ次に規定する額 

ａ 床面積の合計が200平方メートル未満のもの 17,000円 ａ 床面積の合計が200平方メートル未満のもの 17,000円 

ｂ 床面積の合計が200平方メートル以上のもの 19,000円 ｂ 床面積の合計が200平方メートル以上のもの 19,000円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 (イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分について第264号ウ(イ)の規定

により算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分について第264号ウ(イ)の規定

により算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分について第

264号ウ(イ)の規定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分について第

264号ウ(イ)の規定により算定した額 

(267) 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第２項において準用す

る同法第54条第２項後段の規定に基づく確認申請書の提出が行われた場

合における同法第55条第１項の規定に基づく変更認定申請に対する審査

(267) 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第２項において準用す

る同法第54条第２項後段の規定に基づく確認申請書の提出が行われた場

合における同法第55条第１項の規定に基づく変更認定申請に対する審査

１件につき 前号の規定により算定した額に第194号に規定する額又

は第199号に規定する額を加えた額 

１件につき 前号の規定により算定した額に第194号に規定する額又

は第199号に規定する額を加えた額 

(268) 建築物省エネ法第12条第１項又は第13条第２項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能確保計画に係る建築物エネルギー消費性能適合

性判定 

(268) 建築物省エネ法第12条第１項又は第13条第２項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能確保計画に係る建築物エネルギー消費性能適合

性判定 

ア 新築の場合 ア 新築の場合 

(ア) 基準省令第１条第１項第１号イに規定する非住宅部分の設計一

次エネルギー消費量が計算されている場合（(イ)に掲げる場合を除

く。） １件につき 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する

額 

(ア) 基準省令第１条第１項第１号イに規定する非住宅部分の設計一

次エネルギー消費量が計算されている場合（(イ)に掲げる場合を除

く。） １件につき 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する

額 

ａ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

230,000円 

ａ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

230,000円 

ｂ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平方メ

ートル未満のもの 290,000円

（新設） 

ｃ 非住宅部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000平方

メートル未満のもの 370,000円 

ｂ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のもの 370,000円 

ｄ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 530,000円 

ｃ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 530,000円 

ｅ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 650,000円 

ｄ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 650,000円 

ｆ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 770,000円 

ｅ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 770,000円 

ｇ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの

870,000円 

ｆ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの

870,000円 

(イ) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則（平

成28年国土交通省令第５号。以下「建築物省エネ法施行規則」とい

う。）第25条第２項に規定する通知書が添付されている場合 １件

につき 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する額 

(イ) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則（平

成28年国土交通省令第５号。以下「建築物省エネ法施行規則」とい

う。）第25条第２項に規定する通知書が添付されている場合 １件

につき 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する額 

ａ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

9,600円 

ａ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

9,600円 

ｂ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平方メ

ートル未満のもの 17,000円

（新設） 

ｃ 非住宅部分の床面積の合計が1，000平方メートル以上2,000平方

メートル未満のもの 27,000円 

ｂ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のもの 27,000円 

ｄ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 81,000円 

ｃ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 81,000円 

ｅ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 130,000円 

ｄ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 130,000円 

ｆ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 160,000円 

ｅ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 160,000円 

ｇ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの

200,000円 

ｆ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの

200,000円 

(ウ) (ア)又は(イ)以外の場合 １件につき 次に掲げる建築物の区

分に応じ次に規定する額 

(ウ) (ア)又は(イ)以外の場合 １件につき 次に掲げる建築物の区

分に応じ次に規定する額 

ａ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

87,000円 

ａ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

87,000円 

ｂ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平方メ

ートル未満のもの 110,000円

（新設） 

ｃ 非住宅部分の床面積の合計が1，000平方メートル以上2,000平方

メートル未満のもの 150,000円 

ｂ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のもの 150,000円 

ｄ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方 ｃ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方
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改正後 改正前 

メートル未満のもの 240,000円 メートル未満のもの 240,000円 

ｅ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 310,000円 

ｄ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 310,000円 

ｆ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 370,000円 

ｅ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 370,000円 

ｇ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの

440,000円 

ｆ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの

440,000円 

イ 増築又は改築の場合 イ 増築又は改築の場合 

(ア) 増築又は改築に係る部分についてのみ基準省令第１条第１項第

１号イ又はロに規定する非住宅部分の設計一次エネルギー消費量が

計算されている場合 

(ア) 増築又は改築に係る部分についてのみ基準省令第１条第１項第

１号イ又はロに規定する非住宅部分の設計一次エネルギー消費量が

計算されている場合 

ａ 基準省令第１条第１項第１号イに規定する非住宅部分の設計一

次エネルギー消費量が計算されている場合（ｂに掲げる場合を除

く。） １件につき 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定す

る額 

ａ 基準省令第１条第１項第１号イに規定する非住宅部分の設計一

次エネルギー消費量が計算されている場合（ｂに掲げる場合を除

く。） １件につき 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定す

る額 

（ａ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満のもの 230,000円 

（ａ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満のもの 230,000円 

（ｂ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1,000平方メートル未満のもの 290,000円

（新設） 

（ｃ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が1,000

平方メートル以上2,000平方メートル未満のもの 370,000円 

（ｂ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上2,000平方メートル未満のもの 370,000円 

（ｄ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が2,000

平方メートル以上5,000平方メートル未満のもの 530,000円 

（ｃ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が2,000

平方メートル以上5,000平方メートル未満のもの 530,000円 

（ｅ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が5,000

平方メートル以上10,000平方メートル未満のもの 650,000円 

（ｄ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が5,000

平方メートル以上10,000平方メートル未満のもの 650,000円 

（ｆ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が10,000

平方メートル以上25,000平方メートル未満のもの 770,000円 

（ｅ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が10,000

平方メートル以上25,000平方メートル未満のもの 770,000円 

（ｇ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が25,000

平方メートル以上のもの 870,000円 

（ｆ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が25,000

平方メートル以上のもの 870,000円 

ｂ 建築物省エネ法施行規則第25条第２項に規定する通知書が添付

されている場合 １件につき 次に掲げる建築物の区分に応じ次

に規定する額 

ｂ 建築物省エネ法施行規則第25条第２項に規定する通知書が添付

されている場合 １件につき 次に掲げる建築物の区分に応じ次

に規定する額 

（ａ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満のもの 9,600円 

（ａ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満のもの 9,600円 

（ｂ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1,000平方メートル未満のもの 17,000円

（新設） 

（ｃ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が1,000

平方メートル以上2,000平方メートル未満のもの 27,000円 

（ｂ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上2,000平方メートル未満のもの 27,000円 

（ｄ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が2,000

平方メートル以上5,000平方メートル未満のもの 81,000円 

（ｃ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が2,000

平方メートル以上5,000平方メートル未満のもの 81,000円 

（ｅ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が5,000

平方メートル以上10,000平方メートル未満のもの 130,000円 

（ｄ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が5,000

平方メートル以上10,000平方メートル未満のもの 130,000円 

（ｆ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が10,000

平方メートル以上25,000平方メートル未満のもの 160,000円 

（ｅ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が10,000

平方メートル以上25,000平方メートル未満のもの 160,000円 

（ｇ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が25,000

平方メートル以上のもの 200,000円 

（ｆ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が25,000

平方メートル以上のもの 200,000円 

ｃ ａ又はｂ以外の場合 １件につき 次に掲げる建築物の区分に

応じ次に規定する額 

ｃ ａ又はｂ以外の場合 １件につき 次に掲げる建築物の区分に

応じ次に規定する額 

（ａ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満のもの 87,000円 

（ａ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満のもの 87,000円 

（ｂ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1,000平方メートル未満のもの 110,000円

（新設） 

（ｃ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が1,000

平方メートル以上2,000平方メートル未満のもの 150,000円 

（ｂ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上2,000平方メートル未満のもの 150,000円 

（ｄ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が2,000

平方メートル以上5,000平方メートル未満のもの 240,000円 

（ｃ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が2,000

平方メートル以上5,000平方メートル未満のもの 240,000円 

（ｅ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が5,000

平方メートル以上10,000平方メートル未満のもの 310,000円 

（ｄ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が5,000

平方メートル以上10,000平方メートル未満のもの 310,000円 

（ｆ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が10,000

平方メートル以上25,000平方メートル未満のもの 370,000円 

（ｅ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が10,000

平方メートル以上25,000平方メートル未満のもの 370,000円 

（ｇ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が25,000

平方メートル以上のもの 440,000円 

（ｆ） 増築又は改築に係る非住宅部分の床面積の合計が25,000

平方メートル以上のもの 440,000円 

(イ) (ア)以外の場合 １件につき アに規定する額 (イ) (ア)以外の場合 １件につき アに規定する額 

非住宅部分の床面積の合計の算定については、第197号の非住宅部分の 非住宅部分の床面積の合計の算定については、第197号の非住宅部分の
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床面積の算定方法を準用する。 床面積の算定方法を準用する。 

(269) 建築物省エネ法第12条第２項又は第13条第３項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能確保計画の変更に係る建築物エネルギー消費性

能適合性判定 １件につき 次に掲げる額を合算した額 

(269) 建築物省エネ法第12条第２項又は第13条第３項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能確保計画の変更に係る建築物エネルギー消費性

能適合性判定 １件につき 次に掲げる額を合算した額 

ア 建築物省エネ法第12条第１項又は第13条第２項の建築物エネルギー

消費性能適合性判定を受けた建築物エネルギー消費性能確保計画（以

下この号において「判定済計画」という。）に係る建築物の部分につ

いて前号に規定する額に２分の１を乗じて得た額 

ア 建築物省エネ法第12条第１項又は第13条第２項の建築物エネルギー

消費性能適合性判定を受けた建築物エネルギー消費性能確保計画（以

下この号において「判定済計画」という。）に係る建築物の部分につ

いて前号に規定する額に２分の１を乗じて得た額 

イ 判定済計画に係る建築物に新たに追加された部分について前号に規

定する額 

イ 判定済計画に係る建築物に新たに追加された部分について前号に規

定する額 

(270) 建築物省エネ法第34条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消

費性能向上計画の認定の申請（以下この号及び次号において「認定申請」

という。）に対する審査 

(270) 建築物省エネ法第29条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消

費性能向上計画の認定の申請（以下この号及び次号において「認定申請」

という。）に対する審査 

ア 建築物エネルギー消費性能向上計画が建築物省エネ法第35条第１項

各号に掲げる基準に適合する旨を登録建築物エネルギー消費性能判定

機関等が証する書類が認定申請に係る申請書に添付されている場合 

ア 建築物エネルギー消費性能向上計画が建築物省エネ法第30条第１項

各号に掲げる基準に適合する旨を登録建築物エネルギー消費性能判定

機関等が証する書類が認定申請に係る申請書に添付されている場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 4,900円 (ア) 一戸建ての住宅 １件につき 4,900円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該建築物エネル

ギー消費性能向上計画に係る建築物の部分の区分に応じ次に規定す

る額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該建築物エネル

ギー消費性能向上計画に係る建築物の部分の区分に応じ次に規定す

る額 

ａ 住宅部分（建築物省エネ法第11条第１項に規定する住宅部分の

うち住戸の部分をいう。以下この号及び第274号において同じ。）

次に掲げる住戸の総数の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分（建築物省エネ法第11条第１項に規定する住宅部分の

うち住戸の部分をいう。以下この号及び第274号において同じ。）

次に掲げる住戸の総数の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） １戸 4,900円 （ａ） １戸 4,900円 

（ｂ） ２戸以上５戸以下 9,600円 （ｂ） ２戸以上５戸以下 9,600円 

（ｃ） ６戸以上10戸以下 16,000円 （ｃ） ６戸以上10戸以下 16,000円 

（ｄ） 11戸以上25戸以下 27,000円 （ｄ） 11戸以上25戸以下 27,000円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下 45,000円 （ｅ） 26戸以上50戸以下 45,000円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 81,000円 （ｆ） 51戸以上100戸以下 81,000円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 130,000円 （ｇ） 101戸以上200戸以下 130,000円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 160,000円 （ｈ） 201戸以上300戸以下 160,000円 

（ｉ） 301戸以上 170,000円 （ｉ） 301戸以上 170,000円 

ｂ 共用部分（建築物省エネ法第11条第１項に規定する住宅部分の

うち住戸の部分を除いた部分をいう。以下この号及び第274号にお

いて同じ。） 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する額 

ｂ 共用部分（建築物省エネ法第11条第１項に規定する住宅部分の

うち住戸の部分を除いた部分をいう。以下この号及び第274号にお

いて同じ。） 次に掲げる建築物の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

9,600円 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

9,600円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平

方メートル未満のもの 17,000円

（新設） 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000

平方メートル未満のもの 27,000円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000平

方メートル未満のもの 27,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満のもの 81,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満のもの 81,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000

平方メートル未満のもの 130,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000

平方メートル未満のもの 130,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 160,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 160,000円 

（ｇ） 共用部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のも

の 200,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のも

の 200,000円 

ｃ 非住宅部分（建築物省エネ法第11条第１項に規定する非住宅部

分をいう。以下この号及び第274号において同じ。） 次に掲げる

建築物の区分に応じ次に規定する額 

ｃ 非住宅部分（建築物省エネ法第11条第１項に規定する非住宅部

分をいう。以下この号及び第274号において同じ。） 次に掲げる

建築物の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

9,600円 

（ａ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

9,600円 

（ｂ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000

平方メートル未満のもの 17,000円

（新設） 

（ｃ） 非住宅部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上

2,000平方メートル未満のもの 27,000円 

（ｂ） 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000

平方メートル未満のもの 27,000円 

（ｄ） 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上

5,000平方メートル未満のもの 81,000円 

（ｃ） 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上

5,000平方メートル未満のもの 81,000円 

（ｅ） 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のもの 130,000円 

（ｄ） 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のもの 130,000円 

（ｆ） 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 160,000円 

（ｅ） 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 160,000円 
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（ｇ） 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上の

もの 200,000円 

（ｆ） 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上の

もの 200,000円 

イ 建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物又は建築物の部分

に係る特定設計住宅性能評価書が認定申請に係る申請書に添付されて

いる場合 

イ 建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物又は建築物の部分

に係る特定設計住宅性能評価書が認定申請に係る申請書に添付されて

いる場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき ア(ア)に規定する額 (ア) 一戸建ての住宅 １件につき ア(ア)に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該建築物エネル

ギー消費性能向上計画に係る建築物の部分の区分に応じ次に規定す

る額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該建築物エネル

ギー消費性能向上計画に係る建築物の部分の区分に応じ次に規定す

る額 

ａ 住宅部分 ア(イ)ａに掲げる住戸の総数の区分に応じア(イ)ａ

に規定する額 

ａ 住宅部分 ア(イ)ａに掲げる住戸の総数の区分に応じア(イ)ａ

に規定する額 

ｂ 共用部分 次に掲げる場合の区分に応じ次に規定する額 ｂ 共用部分 次に掲げる場合の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 基準省令第４条第３項第１号に規定する共用部分の設計

一次エネルギー消費量が計算されている場合 次に掲げる建築

物の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 基準省令第４条第３項第１号に規定する共用部分の設計

一次エネルギー消費量が計算されている場合 次に掲げる建築

物の区分に応じ次に規定する額 

ⅰ 共用部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

110,000円 

ⅰ 共用部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

110,000円 

ⅱ 共用部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平方

メートル未満のもの 140,000円

（新設） 

ⅲ 共用部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000平

方メートル未満のもの 180,000円 

ⅱ 共用部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000平方

メートル未満のもの 180,000円 

ⅳ 共用部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平

方メートル未満のもの 280,000円 

ⅲ 共用部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平

方メートル未満のもの 280,000円 

ⅴ 共用部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000

平方メートル未満のもの 360,000円 

ⅳ 共用部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000

平方メートル未満のもの 360,000円 

ⅵ 共用部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000

平方メートル未満のもの 430,000円 

ⅴ 共用部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000

平方メートル未満のもの 430,000円 

ⅶ 共用部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの

500,000円 

ⅵ 共用部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの

500,000円 

（ｂ） （ａ）以外の場合 ア(イ)ｂに掲げる建築物の区分に応

じア(イ)ｂに規定する額 

（ｂ） （ａ）以外の場合 ア(イ)ｂに掲げる建築物の区分に応

じア(イ)ｂに規定する額 

ｃ 非住宅部分 次に掲げる場合の区分に応じ次に規定する額 ｃ 非住宅部分 次に掲げる場合の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 基準省令第１条第１項第１号イに規定する非住宅部分の

設計一次エネルギー消費量が計算されている場合 次に掲げる

建築物の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 基準省令第１条第１項第１号イに規定する非住宅部分の

設計一次エネルギー消費量が計算されている場合 次に掲げる

建築物の区分に応じ次に規定する額 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

230,000円 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

230,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平

方メートル未満のもの 290,000円

（新設） 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000

平方メートル未満のもの 370,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000平

方メートル未満のもの 370,000円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満のもの 530,000円 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満のもの 530,000円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のもの 650,000円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のもの 650,000円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 770,000円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 770,000円 

ⅶ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のも

の 870,000円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のも

の 870,000円 

（ｂ） （ａ）以外の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ次に

規定する額 

（ｂ） （ａ）以外の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ次に

規定する額 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

87,000円 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル未満のもの

87,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平

方メートル未満のもの 110,000円

（新設） 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000

平方メートル未満のもの 150,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が300平方メートル以上2,000平

方メートル未満のもの 150,000円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満のもの 240,000円 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000

平方メートル未満のもの 240,000円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のもの 310,000円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のもの 310,000円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 370,000円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のもの 370,000円 

ⅶ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のも ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のも
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改正後 改正前 

の 440,000円 の 440,000円 

ウ ア又はイ以外の場合 ウ ア又はイ以外の場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次に掲げる当該建築物エネルギ

ー消費性能向上計画に係る一戸建ての住宅の区分に応じ次に規定す

る額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次に掲げる当該建築物エネルギ

ー消費性能向上計画に係る一戸建ての住宅の区分に応じ次に規定す

る額 

ａ 床面積の合計が200平方メートル未満のもの 34,000円 ａ 床面積の合計が200平方メートル未満のもの 34,000円 

ｂ 床面積の合計が200平方メートル以上のもの 38,000円 ｂ 床面積の合計が200平方メートル以上のもの 38,000円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該建築物エネル

ギー消費性能向上計画に係る建築物の部分の区分に応じ次に規定す

る額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該建築物エネル

ギー消費性能向上計画に係る建築物の部分の区分に応じ次に規定す

る額 

ａ 住宅部分 次に掲げる住戸の総数の区分に応じ次に規定する額 ａ 住宅部分 次に掲げる住戸の総数の区分に応じ次に規定する額

（ａ） １戸 34,000円 （ａ） １戸 34,000円 

（ｂ） ２戸以上５戸以下 69,000円 （ｂ） ２戸以上５戸以下 69,000円 

（ｃ） ６戸以上10戸以下 97,000円 （ｃ） ６戸以上10戸以下 97,000円 

（ｄ） 11戸以上25戸以下 140,000円 （ｄ） 11戸以上25戸以下 140,000円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下 200,000円 （ｅ） 26戸以上50戸以下 200,000円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 280,000円 （ｆ） 51戸以上100戸以下 280,000円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 380,000円 （ｇ） 101戸以上200戸以下 380,000円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 500,000円 （ｈ） 201戸以上300戸以下 500,000円 

（ｉ） 301戸以上 590,000円 （ｉ） 301戸以上 590,000円 

ｂ 共用部分 イ(イ)ｂに掲げる場合の区分に応じイ(イ)ｂに規定

する額 

ｂ 共用部分 イ(イ)ｂに掲げる場合の区分に応じイ(イ)ｂに規定

する額 

ｃ 非住宅部分 イ(イ)ｃに掲げる場合の区分に応じイ(イ)ｃに規

定する額 

ｃ 非住宅部分 イ(イ)ｃに掲げる場合の区分に応じイ(イ)ｃに規

定する額 

(271) 建築物省エネ法第35条第２項後段の規定に基づく確認申請書の提

出が行われた場合における建築物省エネ法第34条第１項の規定に基づく

認定申請に対する審査 

(271) 建築物省エネ法第30条第２項後段の規定に基づく確認申請書の提

出が行われた場合における建築物省エネ法第29条第１項の規定に基づく

認定申請に対する審査 

１件につき 前号の規定により算定した額に第194号に規定する額（確

認申請書に係る建築物の計画に昇降機に係る部分が含ま

れる場合にあっては、同号に規定する額に第199号に規定

する額を加えた額。第273号において同じ。）又は第199

号に規定する額を加えた額 

１件につき 前号の規定により算定した額に第194号に規定する額（確

認申請書に係る建築物の計画に昇降機に係る部分が含ま

れる場合にあっては、同号に規定する額に第199号に規定

する額を加えた額。第273号において同じ。）又は第199

号に規定する額を加えた額 

(272) 建築物省エネ法第36条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消

費性能向上計画の変更（工事の着手予定時期又は完了予定時期に係る変

更を除く。）の認定の申請（以下この号及び次号において「変更認定申

請」という。）に対する審査 

(272) 建築物省エネ法第31条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消

費性能向上計画の変更（工事の着手予定時期又は完了予定時期に係る変

更を除く。）の認定の申請（以下この号及び次号において「変更認定申

請」という。）に対する審査 

ア 建築物エネルギー消費性能向上計画が建築物省エネ法第35条第１項

各号に掲げる基準に適合する旨を登録建築物エネルギー消費性能判定

機関等が証する書類が変更認定申請に係る申請書に添付されている場

合 

ア 建築物エネルギー消費性能向上計画が建築物省エネ法第30条第１項

各号に掲げる基準に適合する旨を登録建築物エネルギー消費性能判定

機関等が証する書類が変更認定申請に係る申請書に添付されている場

合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次に掲げる当該建築物エネルギ

ー消費性能向上計画に係る一戸建ての住宅の区分に応じ次に規定す

る額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次に掲げる当該建築物エネルギ

ー消費性能向上計画に係る一戸建ての住宅の区分に応じ次に規定す

る額 

ａ 建築物省エネ法第35条第１項の認定を受けた建築物エネルギー

消費性能向上計画（以下この号において「認定済計画」という。）

に係るもの 2,450円 

ａ 建築物省エネ法第30条第１項の認定を受けた建築物エネルギー

消費性能向上計画（以下この号において「認定済計画」という。）

に係るもの 2,450円 

ｂ 認定済計画に新たに追加されたもの 4,900円 ｂ 認定済計画に新たに追加されたもの 4,900円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 (イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分について第270号ア(イ)の規定

により算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分について第270号ア(イ)の規定

により算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分又は認定済計

画に新たに追加された建築物の部分について第270号ア(イ)の規

定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分又は認定済計

画に新たに追加された建築物の部分について第270号ア(イ)の規

定により算定した額 

イ 建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物又は建築物の部分

に係る特定設計住宅性能評価書が変更認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合 

イ 建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物又は建築物の部分

に係る特定設計住宅性能評価書が変更認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 当該建築物エネルギー消費性能

向上計画に係る一戸建ての住宅の区分に応じア(ア)に規定する額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 当該建築物エネルギー消費性能

向上計画に係る一戸建ての住宅の区分に応じア(ア)に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 (イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分について第270号イ(イ)の規定

により算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分について第270号イ(イ)の規定

により算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分又は認定済計

画に新たに追加された建築物の部分について第270号イ(イ)の規

定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分又は認定済計

画に新たに追加された建築物の部分について第270号イ(イ)の規

定により算定した額 
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改正後 改正前 

ウ ア又はイ以外の場合 ウ ア又はイ以外の場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次に掲げる当該建築物エネルギ

ー消費性能向上計画に係る一戸建ての住宅の区分に応じ次に規定す

る額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次に掲げる当該建築物エネルギ

ー消費性能向上計画に係る一戸建ての住宅の区分に応じ次に規定す

る額 

ａ 認定済計画に係るもの 当該建築物エネルギー消費性能向上計

画に係る一戸建ての住宅の区分に応じ第270号ウ(ア)に規定する

額に２分の１を乗じて得た額 

ａ 認定済計画に係るもの 当該建築物エネルギー消費性能向上計

画に係る一戸建ての住宅の区分に応じ第270号ウ(ア)に規定する

額に２分の１を乗じて得た額 

ｂ 認定済計画に新たに追加されたもの 当該建築物エネルギー消

費性能向上計画に係る一戸建ての住宅の区分に応じ第270号ウ

(ア)に規定する額 

ｂ 認定済計画に新たに追加されたもの 当該建築物エネルギー消

費性能向上計画に係る一戸建ての住宅の区分に応じ第270号ウ

(ア)に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 (イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる額を合算した額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分について第270号ウ(イ)の規定

により算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分について第270号ウ(イ)の規定

により算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分又は認定済計

画に新たに追加された建築物の部分について第270号ウ(イ)の規

定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに追加された部分又は認定済計

画に新たに追加された建築物の部分について第270号ウ(イ)の規

定により算定した額 

一の建築物ごとに１件とする。 一の建築物ごとに１件とする。 

(273) 建築物省エネ法第36条第２項において準用する建築物省エネ法第

35条第２項後段の規定に基づく確認申請書の提出が行われた場合におけ

る建築物省エネ法第36条第１項の規定に基づく変更認定申請に対する審

査 

(273) 建築物省エネ法第31条第２項において準用する建築物省エネ法第

30条第２項後段の規定に基づく確認申請書の提出が行われた場合におけ

る建築物省エネ法第31条第１項の規定に基づく変更認定申請に対する審

査 

１件につき 前号の規定により算定した額に第194号に規定する額又

は第199号に規定する額を加えた額 

１件につき 前号の規定により算定した額に第194号に規定する額又

は第199号に規定する額を加えた額 

(274) 建築物省エネ法第41条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消

費性能基準（建築物省エネ法第２条第１項第３号に規定する建築物エネ

ルギー消費性能基準をいう。以下同じ。）に適合している旨の認定の申

請（以下この号において「認定申請」という。）に対する審査 

(274) 建築物省エネ法第36条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消

費性能基準（建築物省エネ法第２条第３号に規定する建築物エネルギー

消費性能基準をいう。以下同じ。）に適合している旨の認定の申請（以

下この号において「認定申請」という。）に対する審査 

ア 認定申請に係る建築物（以下この号において「申請建築物」という。）

が建築物エネルギー消費性能基準に適合する旨を登録建築物エネルギ

ー消費性能判定機関等が証する書類、建築物省エネ法施行規則第25条

第２項に規定する通知書、都市の低炭素化の促進に関する法律施行規

則（平成24年国土交通省令第86号）第43条第２項に規定する通知書そ

の他市長が別に定める書類が当該認定申請に係る申請書に添付されて

いる場合 

ア 認定申請に係る建築物（以下この号において「申請建築物」という。）

が建築物エネルギー消費性能基準に適合する旨を登録建築物エネルギ

ー消費性能判定機関等が証する書類、建築物省エネ法施行規則第25条

第２項に規定する通知書、都市の低炭素化の促進に関する法律施行規

則（平成24年国土交通省令第86号）第43条第２項に規定する通知書そ

の他市長が別に定める書類が当該認定申請に係る申請書に添付されて

いる場合 

１件につき 当該申請建築物の区分に応じ第270号アに規定する額 １件につき 当該申請建築物の区分に応じ第270号アに規定する額 

イ 申請建築物に係る住宅品質確保法第６条第３項に規定する建設住宅

性能評価書（日本住宅性能表示基準に定める断熱等性能等級及び一次

エネルギー消費量等級に係る評価が行われているものに限る。）が当

該認定申請に係る申請書に添付されている場合 

イ 申請建築物に係る住宅品質確保法第６条第２項に規定する建設住宅

性能評価書（日本住宅性能表示基準に定める断熱等性能等級及び一次

エネルギー消費量等級に係る評価が行われているものに限る。）が当

該認定申請に係る申請書に添付されている場合 

１件につき 当該申請建築物の区分に応じ第270号イに規定する額 １件につき 当該申請建築物の区分に応じ第270号イに規定する額 

ウ ア又はイ以外の場合 ウ ア又はイ以外の場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係る

一戸建ての場合の区分に応じ次に規定する額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次に掲げる当該認定申請に係る

一戸建ての場合の区分に応じ次に規定する額 

ａ 基準省令第１条第１項第２号ロ(１)計算されている場合 第

270号ウ(ア)に掲げる一戸建ての住宅の区分に応じ同号ウ(ア)に

規定する額 

ａ 基準省令第１条第１項第２号ロ(１)計算されている場合 第

270号ウ(ア)に掲げる一戸建ての住宅の区分に応じ同号ウ(ア)に

規定する額 

ｂ ａ以外の場合 次に掲げる一戸建ての住宅の区分に応じ次に規

定する額 

ｂ ａ以外の場合 次に掲げる一戸建ての住宅の区分に応じ次に規

定する額 

（ａ） 床面積の合計が200平方メートル未満のもの 17,000円 （ａ） 床面積の合計が200平方メートル未満のもの 17,000円 

（ｂ） 床面積の合計が200平方メートル以上のもの 19,000円 （ｂ） 床面積の合計が200平方メートル以上のもの 19,000円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該申請建築物の

部分の区分に応じ次に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき 次に掲げる当該申請建築物の

部分の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分 次に掲げる場合の区分に応じ次に規定する額 ａ 住宅部分 次に掲げる場合の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 基準省令第１条第１項第２号ロ(１)計算されている場合

第270号ウ(イ)ａに掲げる住戸の総数の区分に応じ同号ウ(イ)

ａに規定する額 

（ａ） 基準省令第１条第１項第２号ロ(１)計算されている場合

第270号ウ(イ)ａに掲げる住戸の総数の区分に応じ同号ウ(イ)

ａに規定する額 

（ｂ） （ａ）以外の場合 次に掲げる住戸の総数の区分に応じ

次に規定する額 

（ｂ） （ａ）以外の場合 次に掲げる住戸の総数の区分に応じ

次に規定する額 

ⅰ １戸 17,000円 ⅰ １戸 17,000円 

ⅱ ２戸以上５戸以下 33,000円 ⅱ ２戸以上５戸以下 33,000円 

ⅲ ６戸以上10戸以下 48,000円 ⅲ ６戸以上10戸以下 48,000円 

ⅳ 11戸以上25戸以下 71,000円 ⅳ 11戸以上25戸以下 71,000円 

ⅴ 26戸以上50戸以下 110,000円 ⅴ 26戸以上50戸以下 110,000円 

ⅵ 51戸以上100戸以下 160,000円 ⅵ 51戸以上100戸以下 160,000円 
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改正後 改正前 

ⅶ 101戸以上200戸以下 230,000円 ⅶ 101戸以上200戸以下 230,000円 

ⅷ 201戸以上300戸以下 290,000円 ⅷ 201戸以上300戸以下 290,000円 

ⅸ 301戸以上 340,000円 ⅸ 301戸以上 340,000円 

ｂ 共用部分 第270号ウ(イ)ｂに規定する額 ｂ 共用部分 第270号ウ(イ)ｂに規定する額 

ｃ 非住宅部分 第270号ウ(イ)ｃに規定する額 ｃ 非住宅部分 第270号ウ(イ)ｃに規定する額 

(275) 建築物省エネ法第12条第２項又は第13条第３項に規定する建築物

エネルギー消費性能確保計画の変更が軽微な変更に該当していることを

証する建築物省エネ法施行規則第11条の規定に基づく書面の交付の申請

に対する審査 １件につき 第268号に規定する額に２分の１を乗じて

得た額 

(275) 建築物省エネ法第12条第２項又は第13条第３項に規定する建築物

エネルギー消費性能確保計画の変更が軽微な変更に該当していることを

証する建築物省エネ法施行規則第11条の規定に基づく書面の交付の申請

に対する審査 １件につき 第268号に規定する額に２分の１を乗じて

得た額 
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建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部改正 新旧対照表（改正部分のみ抜粋）

（令和元年５月17日法律第４号）

新 旧

第二十七条 建築主は、小規模建築物（特定建築物及び第十九条第一項

第一号に規定する建築物以外の建築物（第十八条各号のいずれかに該

当するものを除く。）をいう。以下この条において同じ。）の建築（特

定建築行為又は第十九条第一項第二号に掲げる恋に該当するもの及

びエネルギー消費性能に及ぼす影響が少ないものとして政令で定め

る規模以下のものを除く。次項において同じ。）に係る設計を行うと

きは、国土交通省令で定めるところにより当該小規模建築物の建築物

エネルギー消費性能基準への適合性について評価を行うとともに、当

該設計の委託をした建築主に対し、当該評価の結果（当該小規模建築

物が建築物エネルギー消費性能のエネルギー消費性能の確保のため

とるべき措置を含む。）について、国土交通省令で定める事項を記載

した書面を交付して説明しなければならない。

（新設）

２ 前項の規定は、小規模建築物の建築に係る設計の委託をした建築主

から同項の規定による評価及び説明を要しない旨の石の表明があっ

た場合については、適用しない。

（新設）

第二十八条～第三十条 （略） 第二十六条の二～第二十八条 （略）

（特定建設工事業者の努力） （特定建設工事業者の努力）

第三十一条 特定建設工事業者（自らが定めた住宅の構造及び設備に関

する規格に基づき住宅を新たに建設する工事を業として請け負う者

であって、その新たに建設する当該規格に基づく住宅（以下「請負型

規格住宅」という。）の戸数が政令で定める住宅の区分（第三十三条

第一項において「住宅区分」という。）ごとに政令で定める数以上で

あるものをいう。以下同じ。）は、その新たに建設する請負型規格住

宅を次条第一項に規定する基準に適合させるよう努めなければなら

ない。

第二十八条の二 特定建設工事業者（自らが定めた住宅の構造及び設備

に関する規格に基づき住宅を新たに建設する工事を業として請け負

う者であって、その新たに建設する当該規格に基づく住宅（以下「請

負型規格住宅」という。）の戸数が政令で定める住宅の区分（第二十

八条の四第一項において「住宅区分」という。）ごとに政令で定める

数以上であるものをいう。以下同じ。）は、その新たに建設する請負

型規格住宅を次条第一項に規定する基準に適合させるよう努めなけ

ればならない。

第三十二条 （略） 第二十八条の三 （略）

２ 前項に規定する基準は、特定建設工事業者の新たに建設する請負型

規格住宅のうちエネルギー消費性能が最も優れているものの当該エ

ネルギー消費性能、請負型規格住宅に関する技術開発の将来の見通し

その他の事情を勘案して、建築物エネルギー消費性能基準に必要な事

項を付加して定めるものとし、これらの事情の変動に応じて必要な改

定をするものとする。

２ 前項に規定する基準は、特定建設工事業者の新たに建設する請負型

規格住宅のうちエネルギー消費性能が最も優れているものの当該エ

ネルギー消費性能、請負型規格住宅に関する技術開発の将来の見通し

その他の事情を勘案して、建築物エネルギー消費性能基準に必要な事

項を付加して定めるものとし、これらの事情の変動に応じて必要な改

定をするものとする。

第三十三条 国土交通大臣は、特定建設工事業者の新たに建設する請負

型規格住宅（その戸数が第三十一条の政令で定める数未満となる住宅

区分に係るものを除く。以下この条において同じ。）につき、前条第

一項に規定する基準に照らしてエネルギー消費性能の向上を相当程

度行う必要があると認めるときは、当該特定建設工事業者に対し、そ

の目標を示して、その新たに建設する請負型規格住宅のエネルギー消

費性能の向上を図るべき旨の勧告をすることができる。

第二十八条の四 国土交通大臣は、特定建設工事業者の新たに建設する

請負型規格住宅（その戸数が第二十八条の二の政令で定める数未満と

なる住宅区分に係るものを除く。以下この条において同じ。）につき、

前条第一項に規定する基準に照らしてエネルギー消費性能の向上を

相当程度行う必要があると認めるときは、当該特定建設工事業者に対

し、その目標を示して、その新たに建設する請負型規格住宅のエネル

ギー消費性能の向上を図るべき旨の勧告をすることができる。

２～５ （略） ２～５ （略）

第三十四条 （略） 第二十九条 （略）

第三十五条 所管行政庁は、前条第一項の規定による認定の申請があっ

た場合において、当該申請に係る建築物エネルギー消費性能向上計画

が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定をすることが

できる。

第三十条 所管行政庁は、前条第一項の規定による認定の申請があった

場合において、当該申請に係る建築物エネルギー消費性能向上計画が

次に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定をすることがで

きる。

一 申請建築物のエネルギー消費性能が建築物エネルギー消費性能

誘導基準（建築物エネルギー消費性能基準を超え、かつ、建築物の

エネルギー消費性能の向上の一層の促進のために誘導すべき経済

産業省令・国土交通省令で定める基準をいう。第四号及び第四十条

第一項において同じ。）に適合するものであること。

一 申請建築物のエネルギー消費性能が建築物エネルギー消費性能

誘導基準（建築物エネルギー消費性能基準を超え、かつ、建築物の

エネルギー消費性能の向上の一層の促進のために誘導すべき経済

産業省令・国土交通省令で定める基準をいう。第四号及び第三十五

条第一項において同じ。）に適合するものであること。

二～四 （略） 二～四 （略）

２～７ （略） ２～７ （略）

８ エネルギー消費性能の向上のための建築物の新築等をしようとす

る者がその建築物エネルギー消費性能向上計画について第一項の認

定を受けたときは、当該エネルギー消費性能の向上のための建築物の

新築等のうち、第十二条第一項の建築物エネルギー消費性能適合性判

８ エネルギー消費性能の向上のための建築物の新築等をしようとす

る者がその建築物エネルギー消費性能向上計画について第一項の認

定を受けたときは、当該エネルギー消費性能の向上のための建築物の

新築等のうち、第十二条第一項の建築物エネルギー消費性能適合性判
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新 旧

定を受けなければならないものについては、第二項の規定による申出

があった場合及び第二条第二項の条例が定められている場合を除き、

第十二条第三項の規定により適合判定通知書の交付を受けたものと

みなして、同条第六項から第八項までの規定を適用する。

定を受けなければならないものについては、第二項の規定による申出

があった場合を除き、同条第三項の規定により適合判定通知書の交付

を受けたものとみなして、同条第六項から第八項までの規定を適用す

る。

９ エネルギー消費性能の向上のための建築物の新築等をしようとす

る者がその建築物エネルギー消費性能向上計画について第一項の認

定を受けたときは、当該エネルギー消費性能の向上のための建築物の

新築等のうち、第十九条第一項の規定による届出をしなければならな

いものについては、第二条第二項の条例が定められている場合を除

き、第十九条第一項の規定による届出をしたものとみなす。この場合

においては、同条第二項及び第三項の規定は、適用しない。

９ エネルギー消費性能の向上のための建築物の新築等をしようとす

る者がその建築物エネルギー消費性能向上計画について第一項の認

定を受けたときは、当該エネルギー消費性能の向上のための建築物の

新築等のうち、第十九条第一項の規定による届出をしなければならな

いものについては、同項の規定による届出をしたものとみなす。この

場合においては、同条第二項及び第三項の規定は、適用しない。

第三十六条 （略） 第三十一条 （略）

第三十七条 所管行政庁は、認定建築主に対し、第三十五条第一項の認

定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画（変更があったとき

は、その変更後のもの。以下「認定建築物エネルギー消費性能向上計

画」という。）に基づくエネルギー消費性能の向上のための建築物の

新築等の状況に関し報告を求めることができる。

第三十二条 所管行政庁は、認定建築主に対し、第三十条第一項の認定

を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画（変更があったときは、

その変更後のもの。以下「認定建築物エネルギー消費性能向上計画」

という。）に基づくエネルギー消費性能の向上のための建築物の新築

等の状況に関し報告を求めることができる。

第三十八条 （略） 第三十三条 （略）

第三十九条 所管行政庁は、認定建築主が前条の規定による命令に違反

したときは、第三十五条第一項の認定を取り消すことができる。

第三十四条 所管行政庁は、認定建築主が前条の規定による命令に違反

したときは、第三十条第一項の認定を取り消すことができる。

（認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物の容積率の

特例）

（認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物の容積率の

特例）

第四十条 （略） 第三十五条 （略）

２ 認定建築物エネルギー消費性能向上計画に第三十四条第三項各号

に掲げる事項が記載されている場合における前項の規定の適用につ

いては、同項中「建築物の床面積のうち、」とあるのは、「申請建築

物の床面積のうち、当該認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係

る申請建築物及び他の建築物を」とする。

２ 認定建築物エネルギー消費性能向上計画に第二十九条第三項各号

に掲げる事項が記載されている場合における前項の規定の適用につ

いては、同項中「建築物の床面積のうち、」とあるのは、「申請建築

物の床面積のうち、当該認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係

る申請建築物及び他の建築物を」とする。

第三十六条 （略） 第三十六条 （略）

第三十七条 （略） 第三十七条 （略）
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建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行令の一部改正 新旧対照表（改正部分のみ抜粋）

（令和２年９月４日政令第266号）

新 旧

（特定建築物の非住宅部分の規模等） （特定建築物の非住宅部分の規模等）

第四条 法第十一条第一項のエネルギー消費性能の確保を特に図る必

要があるものとして政令で定める規模は、床面積（内部に間仕切壁又

は戸を有しない階又はその一部であって、その床面積に対する常時外

気に開放された開口部の面積の合計の割合が二十分の一以上である

ものの床面積を除く。第十五条第一項を除き、以下同じ。）の合計が

三百平方メートルであることとする。

第四条 法第十一条第一項のエネルギー消費性能の確保を特に図る必

要がある大規模なものとして政令で定める規模は、床面積（内部に間

仕切壁又は戸を有しない階又はその一部であって、その床面積に対す

る常時外気に開放された開口部の面積の合計の割合が二十分の一以

上であるものの床面積を除く。第十四条第一項を除き、以下同じ。）

の合計が二千平方メートルであることとする。

２～３ （略） ２～３ （略）

第八条 法第十九条第一項第一号の政令で定める規模は、新築に係る特

定建築物以外の建築物の床面積の合計が三百平方メートルであるこ

ととする。

第八条 法第十九条第一項第一号の政令で定める規模は、床面積の合計

が三百平方メートルであることとする。

２ 法第十九条第一項第二号の政令で定める規模は、増築又は改築に係

る部分の床面積の合計が三百平方メートルであることとする。

２ 法第十九条第一項第二号の政令で定める規模は、増築又は改築に係

る部分の床面積の合計が三百平方メートルであることとする。

第十条 法第二十七条第一項の政令で定める小規模建築物の建築の規

模は、当該建築に係る部分の床面積の合計が十平方メートルであるこ

ととする。

（新設）
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建築基準法施行規則の一部改正 新旧対照表（改正部分のみ抜粋）

（令和２年12月23日国土交通省令第98号）

新 旧

（磁気ディスク等による手続）

（削除） 第十一条の三 特定行政庁が指定した区域内においては、次の表の(い)
欄に掲げる申請書、届出書、報告書、届出、通知書又は計画書につい

ては、(ろ)欄に掲げる書類に代えて、特定行政庁が定める方法により
当該書類に明示すべき事項を記録した磁気ディスク等であつて、特定

行政庁が定めるものによることができる。

(い) (ろ) 

第一条の三第一項

の申請書

別記第二号様式の第二面から第六面までによる

書類並びに別記第三号様式による建築計画概要

書の第一面及び第二面による書類

別記第三号様式による建築計画概要書の第三面

による書類のうち配置図

第一条の三第四項

の申請書

別記第二号様式の第二面から第六面までによる

書類、別記第八号様式中の「昇降機の概要の欄」

又は「建築設備の概要の欄」に記載すべき事項を

記載した書類並びに別記第三号様式による建築

計画概要書の第一面及び第二面による書類

別記第三号様式による建築計画概要書の第三面

による書類のうち配置図

第一条の三第八項

に規定する場合の

申請書

別記第四号様式（「計画を変更する建築物の直前

の確認の欄」に記載すべき事項に係る部分に限

る。）による書類

第二条の二第一項

の申請書

別記第八号様式の第二面による書類

第二条の二第五項

に規定する場合の

申請書

別記第九号様式（「計画を変更する昇降機の直前

の確認の欄」又は「計画を変更する建築設備の直

前の確認の欄」に記載すべき事項に係る部分に限

る。）による書類

第三条第一項の申

請書（観光用エレ

ベーター等に係る

ものを除く。）

別記第十号様式の第二面による書類

第三条第一項の申

請書（観光用エレ

ベーター等に係る

ものに限る。）

別記第八号様式（昇降機用）の第二面による書類

第三条第二項の申

請書

別記第十一号様式の第二面による書類及び別記

第十二号様式による築造計画概要書の第一面に

よる書類

別記第十二号様式による築造計画概要書の第二

面による書類のうち配置図

第三条第三項の申

請書

別記第二号様式の第二面から第六面までによる

書類、別記第八号様式中の「昇降機の概要の欄」

又は「建築設備の概要の欄」に記載すべき事項を

記載した書類、別記第十号様式中の「工作物の概

要の欄」又は別記第八号様式（昇降機用）中の「昇

降機の概要の欄」に記載すべき事項を記載した書

類並びに別記第三号様式による建築計画概要書

の第一面及び第二面による書類

別記第三号様式による建築計画概要書の第三面

による書類のうち配置図

第三条第七項に規

定する場合の申請

書

別記第十三号様式（「計画を変更する工作物の直

前の確認の欄」に記載すべき事項に係る部分に限

る。）による書類

18
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別記第十四号様式（「計画を変更する工作物の直

前の確認の欄」に記載すべき事項に係る部分に限

る。）による書類

第四条第一項の申

請書

別記第十九号様式の第二面及び第三面による書

類

第四条の二第一項

の届出書

別記第二十号様式の第二面及び第三面による書

類

第四条の八第一項

の申請書

別記第二十六号様式の第二面及び第三面による

書類

第四条の十六第一

項の仮使用認定申

請書

別記第三十三号様式による仮使用認定申請書の

第二面による書類

第四条の十六第二

項の仮使用認定申

請書（建築主事に

申請する場合に限

る。）

別記第三十四号様式による仮使用認定申請書の

第二面による書類

第五条第三項の報

告書

別記第三十六号の二様式の第一面（「所有者の

欄」、「管理者の欄」、「調査者の欄」、「報告

対象建築物の欄」及び「調査による指摘の概要の

欄」に記載すべき事項に係る部分に限る。）、第

二面、第三面及び第四面による書類、別記第三十

六号の三様式による定期調査報告概要書並びに

第五条第三項に規定する国土交通大臣が定める

調査結果表

第六条第三項又は

第六条の二の二第

三項の報告書（昇

降機（観光用エレ

ベーター等を含

む。以下同じ。）

に係るものに限

る。）

別記第三十六号の四様式の第一面（「所有者の

欄」、「管理者の欄」、「報告対象建築物等の欄」

及び「報告対象昇降機の欄」に記載すべき事項に

係る部分に限る。）、第二面及び第三面による書

類、別記第三十六号の五様式による定期検査報告

概要書並びに第六条第三項又は第六条の二の二

第三項に規定する国土交通大臣が定める検査結

果表

第六条第三項又は

第六条の二の二第

三項の報告書（昇

降機、遊戯施設及

び防火設備に係る

ものを除く。）

別記第三十六号の六様式の第一面（「所有者の

欄」、「管理者の欄」、「検査者の欄」、「報告

対象建築物の欄」及び「検査による指摘の概要の

欄」に記載すべき事項に係る部分に限る。）、第

二面及び第三面による書類、別記第三十六号の七

様式による定期検査報告概要書並びに第六条第

三項又は第六条の二の二第三項に規定する国土

交通大臣が定める検査結果表

第六条第三項の報

告書（防火設備に

係るものに限る。）

別記第三十六号の八様式の第一面（「所有者の

欄」、「管理者の欄」、「検査者の欄」、「報告

対象建築物の欄」及び「検査による指摘の概要の

欄」に記載すべき事項に係る部分に限る。）、第

二面及び第三面による書類、別記第三十六号の九

様式による定期検査報告概要書並びに第六条第

三項に規定する国土交通大臣が定める検査結果

表

第六条の二の二第

三項の報告書（遊

戯施設に係るもの

に限る。）

別記第三十六号の十様式の第一面（「所有者の

欄」、「管理者の欄」、「報告対象遊園地等の欄」

及び「報告対象遊戯施設の欄」に記載すべき事項

に係る部分に限る。）、第二面及び第三面による

書類、別記第三十六号の十一様式による定期検査

報告概要書並びに第六条の二の二第三項に規定

する国土交通大臣が定める検査結果表

第八条第一項の建

築物を建築しよう

とする旨の届出

別記第四十号様式の第二面から第四面までによ

る書類
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第八条第一項の建

築物を除却しよう

とする旨の届出

別記第四十一号様式の第二面による書類

第八条第二項の建

築物を建築しよう

とする旨の届出及

び建築物を除却し

ようとする旨の届

出

別記第四十号様式の第二面から第四面までによ

る書類

第八条の二第一項

において準用する

第一条の三第一項

の規定による通知

書

別記第四十二号様式の第二面から第六面までに

よる書類並びに別記第三号様式による建築計画

概要書の第一面及び第二面による書類

別記第三号様式による建築計画概要書の第三面

による書類のうち配置図

第八条の二第一項

において準用する

第一条の三第四項

の規定による通知

書

別記第四十二号様式の第二面から第六面までに

よる書類、別記第四十二号の七様式中の「昇降機

の概要の欄」又は「建築設備の概要の欄」に記載

すべき事項を記載した書類並びに別記第三号様

式による建築計画概要書の第一面及び第二面に

よる書類

別記第三号様式による建築計画概要書の第三面

による書類のうち配置図

第八条の二第一項

において準用する

第一条の三第八項

に規定する場合の

通知書

別記第四十二号の二様式（「計画を変更する建築

物の直前の確認の欄」に記載すべき事項に係る部

分に限る。）による書類

第八条の二第五項

において準用する

第二条の二第一項

の規定による通知

書

別記第四十二号の七様式の第二面による書類

第八条の二第五項

において準用する

第二条の二第五項

に規定する場合の

通知書

別記第四十二号の八様式（「計画を変更する昇降

機の直前の確認の欄」又は「計画を変更する建築

設備の直前の確認の欄」に記載すべき事項に係る

部分に限る。）による書類

第八条の二第六項

において準用する

第三条第一項の規

定による通知書

（観光用エレベー

ター等に係るもの

を除く。）

別記第四十二号の九様式の第二面による書類

第八条の二第六項

において準用する

第三条第一項の規

定による通知書

（観光用エレベー

ター等に係るもの

に限る。）

別記第四十二号の七様式（昇降機用）の第二面に

よる書類

第八条の二第六項

において準用する

第三条第二項の規

定による通知書

別記第四十二号の十様式の第二面による書類及

び別記第十二号様式による築造計画概要書の第

一面による書類

別記第十二号様式による築造計画概要書の第二

面による書類のうち配置図

第八条の二第六項

において準用する

別記第四十二号様式の第二面から第六面までに

よる書類、別記第四十二号の七様式中の「昇降機
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第三条第三項の規

定による通知書

の概要の欄」又は「建築設備の概要の欄」に記載

すべき事項を記載した書類、別記第四十二号の九

様式中の「工作物の概要の欄」又は別記第四十二

号の七様式（昇降機用）中の「昇降機の概要の欄」

に記載すべき事項を記載した書類並びに別記第

三号様式による建築計画概要書の第一面及び第

二面による書類

別記第三号様式による建築計画概要書の第三面

による書類のうち配置図

第八条の二第六項

において準用する

第三条第七項に規

定する場合の通知

書

別記第四十二号の十一様式（「計画を変更する工

作物の直前の確認の欄」に記載すべき事項に係る

部分に限る。）による書類

別記第四十二号の十二様式（「計画を変更する工

作物の直前の確認の欄」に記載すべき事項に係る

部分に限る。）による書類

第八条の二第十三

項において準用す

る第四条第一項の

規定による通知書

別記第四十二号の十三様式の第二面及び第三面

による書類

第八条の二第十四

項において準用す

る第四条の二第一

項の規定による通

知書

別記第四十二号の十四様式の第二面及び第三面

による書類

第八条の二第十七

項において準用す

る第四条の八第一

項の規定による通

知書

別記第四十二号の十七様式の第二面及び第三面

による書類

第八条の二第二十

項において準用す

る第四条の十六第

一項の仮使用認定

申請書

別記第四十二号の二十様式による仮使用認定申

請書の第二面による書類

第八条の二第二十

項において準用す

る第四条の十六第

三項の仮使用認定

申請書

別記第四十二号の二十一様式による仮使用認定

申請書の第二面による書類

第十条の四第一項

の申請書（法第八

十五条第三項、第

五項若しくは第六

項又は法第八十七

条の三第三項、第

五項若しくは第六

項の規定に係るも

のを除く。）

別記第四十三号様式の第一面（「申請者の欄」及

び「設計者の欄」に記載すべき事項に係る部分に

限る。）、第二面及び第三面による書類

第十条の四第一項

の申請書のうち法

第八十五条第三

項、第五項若しく

は第六項又は法第

八十七条の三第三

項、第五項若しく

は第六項の規定に

係るもの

別記第四十四号様式の第一面（「申請者の欄」及

び「設計者の欄」に記載すべき事項に係る部分に

限る。）及び第二面による書類

第十条の四第四項

の申請書

別記第四十七号様式の第二面による書類
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第十条の四の二第

一項の申請書

別記第四十八号様式の第一面（「申請者の欄」及

び「設計者の欄」に記載すべき事項に係る部分に

限る。）、第二面及び第三面による書類

第十条の四の五第

一項の申請書

別記第四十九号の三様式の第一面（「申請者の欄」

及び「敷地の数の欄」に記載すべき事項に係る部

分に限る。）、第二面及び第三面による書類

第十条の四の五第

一項第二号の計画

書

別記第四十九号の四様式の第一面による書類

第十条の四の八第

一項の申請書

別記第四十九号の七様式の第一面（「申請者の

欄」、「既指定番号の欄」及び「敷地の数の欄」

に記載すべき事項に係る部分に限る。）及び第二

面による書類

第十条の十六第一

項及び第二項の申

請書（認定に係る

ものに限る。）

別記第六十一号様式の第一面（「申請者の欄」及

び「設計者の欄」に記載すべき事項に係る部分に

限る。）、第二面及び第三面による書類

第十条の十六第一

項及び第二項の申

請書（許可に係る

ものに限る。）

別記第六十一号の二様式の第一面（「申請者の欄」

及び「設計者の欄」に記載すべき事項に係る部分

に限る。）、第二面及び第三面による書類

第十条の十八の計

画書（認定に係る

ものに限る。）

別記第六十四号様式の第一面による書類

第十条の十八の計

画書（許可に係る

ものに限る。）

別記第六十四号の二様式の第一面による書類

第十条の二十一第

一項の申請書（認

定に係るものに限

る。）

別記第六十五号様式の第一面（「申請者の欄」、

「既認定番号の欄」及び「建築物の数の欄」に記

載すべき事項に係る部分に限る。）、第二面及び

第三面による書類

第十条の二十一第

一項の申請書（許

可に係るものに限

る。）

別記第六十五号の二様式の第一面（「申請者の

欄」、「既許可番号の欄」及び「建築物の数の欄」

に記載すべき事項に係る部分に限る。）、第二面

及び第三面による書類

第十条の二十三の

申請書

別記第六十七号の三様式の第一面（「申請者の欄」

及び「設計者の欄」に記載すべき事項に係る部分

に限る。）及び第二面から第六面までによる書類

並びに全体計画概要書

第十条の二十四の

申請書

別記第六十七号の三様式の第一面（「申請者の欄」

及び「設計者の欄」に記載すべき事項に係る部分

に限る。）及び第二面から第六面までによる書類

並びに全体計画概要書

第十一条の二第一

項の届出

別記第六十九号様式の第二面による書類

２ 前項の区域内においては、第一条の三第一項若しくは第四項若しく

は第三条第二項若しくは第三項の申請書又は第八条の二第一項にお

いて準用する第一条の三第一項若しくは第四項若しくは第八条の二

第六項において準用する第三条第二項若しくは第三項の規定による

通知書については、次の各号に掲げる付近見取図に代えて、当該図書

に明示すべき事項を記録した磁気ディスク等であつて、特定行政庁が

定めるものによることができる。

一 別記第三号様式による建築計画概要書の第三面による書類のう

ち付近見取図

二 別記第十二号様式による築造計画概要書の第二面による書類の

うち付近見取図
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３ 次の表の(い)欄に掲げる申請書のうち同表の(ろ)欄に掲げる書類に
ついては、当該書類の提出に代えて、当該書類に明示すべき事項を記

録した磁気ディスク等の提出のうち指定確認検査機関が定めるもの

によることができる。

(い) (ろ) 

第三条の三

第一項にお

いて準用す

る第一条の

三第一項の

申請書

別記第二号様式の第二面から第六面までによる書類

及び別記第三号様式による建築計画概要書

第三条の三

第一項にお

いて準用す

る第一条の

三第四項の

申請書

別記第二号様式の第二面から第六面までによる書類、

別記第八号様式中の「昇降機の概要の欄」又は「建築

設備の概要の欄」に記載すべき事項を記載した書類及

び別記第三号様式による建築計画概要書

第三条の三

第一項にお

いて準用す

る第一条の

三第八項に

規定する場

合の申請書

別記第四号様式（「計画を変更する建築物の直前の確

認の欄」に記載すべき事項に係る部分に限る。）によ

る書類

第三条の三

第二項にお

いて準用す

る第二条の

二第一項の

申請書

別記第八号様式の第二面による書類

第三条の三

第二項にお

いて準用す

る第二条の

二第五項に

規定する場

合の申請書

別記第九号様式（「計画を変更する昇降機の直前の確

認の欄」又は「計画を変更する建築設備の直前の確認

の欄」に記載すべき事項に係る部分に限る。）による

書類

第三条の三

第三項にお

いて準用す

る第三条第

一項の申請

書（観光用エ

レベーター

等に係るも

のを除く。）

別記第十号様式の第二面による書類

第三条の三

第三項にお

いて準用す

る第三条第

一項の申請

書（観光用エ

レベーター

等に係るも

のに限る。）

別記第八号様式（昇降機用）の第二面による書類

第三条の三

第三項にお

いて準用す

る第三条第

二項の申請

別記第十一号様式の第二面による書類及び別記第十

二号様式による築造計画概要書

23



新 旧

書

第三条の三

第三項にお

いて準用す

る第三条第

三項の申請

書

別記第二号様式の第二面から第六面までによる書類、

別記第八号様式中の「昇降機の概要の欄」又は「建築

設備の概要の欄」に記載すべき事項を記載した書類、

別記第十号様式中の「工作物の概要の欄」又は別記第

八号様式（昇降機用）中の「昇降機の概要の欄」に記

載すべき事項を記載した書類及び別記第三号様式に

よる建築計画概要書

第三条の三

第三項にお

いて準用す

る第三条第

七項に規定

する場合の

申請書

別記第十三号様式（「計画を変更する工作物の直前の

確認の欄」に記載すべき事項に係る部分に限る。）に

よる書類

別記第十四号様式（「計画を変更する工作物の直前の

確認の欄」に記載すべき事項に係る部分に限る。）に

よる書類

第四条の四

の二におい

て準用する

第四条第一

項の申請書

別記第十九号様式の第二面及び第三面による書類

第四条の十

一の二にお

いて準用す

る第四条の

八第一項の

申請書

別記第二十六号様式の第二面及び第三面による書類

第四条の十

六第二項の

仮使用認定

申請書（指定

確認検査機

関に申請す

る場合に限

る。）

別記第三十四号様式による仮使用認定申請書第二面

による書類

４ 次の表の(い)欄に掲げる申請書又は通知書については、(ろ)欄に掲
げる書類に代えて、都道府県知事が定める方法により当該書類に明示

すべき事項を記録した磁気ディスク等であつて、都道府県知事が定め

るものによることができる。

(い) (ろ) 

第三条の七第一項の申

請書

別記第十八号の二様式の第二面及び第三面

による書類並びに別記第三号様式による建

築計画概要書の第一面及び第二面による書

類

別記第三号様式による建築計画概要書の第

三面による書類のうち配置図

第八条の二第七項にお

いて準用する第三条の

七第一項の規定による

通知書

別記第四十二号の十二の二様式の第二面及

び第三面による書類並びに別記第三号様式

による建築計画概要書の第一面及び第二面

による書類

別記第三号様式による建築計画概要書の第

三面による書類のうち配置図

５ 第三条の七第一項の申請書又は第八条の二第七項において準用す

る第三条の七第一項の規定による通知書については、別記第三号様式

による建築計画概要書の第三面による書類のうち付近見取図に代え

て、当該図書に明示すべき事項を記録した磁気ディスク等であつて、

都道府県知事が定めるものによることができる。

６ 次の表の(い)欄に掲げる申請書又は通知書については、(ろ)欄に掲
げる書類に代えて、当該書類に明示すべき事項を記録した磁気ディス
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ク等の提出のうち指定構造計算適合性判定機関が定めるものによる

ことができる。

(い) (ろ) 

第三条の十において準

用する第三条の七第一

項の申請書

別記第十八号の二様式の第二面及び第三面

による書類並びに別記第三号様式による建

築計画概要書

第八条の二第七項にお

いて準用する第三条の

十において準用する第

三条の七第一項の規定

による通知書

別記第四十二号の十二の二様式の第二面及

び第三面による書類並びに別記第三号様式

による建築計画概要書

（書類の閲覧等） （書類の閲覧等）

第十一条の三 法第九十三条の二（法第八十八条第二項において準用す

る場合を含む。）の国土交通省令で定める書類は、次の各号に掲げる

ものとする。ただし、それぞれの書類に記載すべき事項が特定行政庁

の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等

に記録され、必要に応じ特定行政庁において電子計算機その他の機器

を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもつてこれらの

図書とみなす。

第十一条の四 法第九十三条の二（法第八十八条第二項において準用す

る場合を含む。）の国土交通省令で定める書類は、次の各号に掲げる

ものとする。ただし、それぞれの書類に記載すべき事項が特定行政庁

の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等

に記録され、必要に応じ特定行政庁において電子計算機その他の機器

を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもつてこれらの

図書とみなす。

一 別記第三号様式による建築計画概要書 一 別記第三号様式による建築計画概要書

二 別記第十二号様式による築造計画概要書 二 別記第十二号様式による築造計画概要書

三 別記第三十六号の三様式による定期調査報告概要書 三 別記第三十六号の三様式による定期調査報告概要書

四 別記第三十六号の五様式、別記第三十六号の七様式、別記第三十

六号の九様式及び別記第三十六号の十一様式による定期検査報告

概要書

四 別記第三十六号の五様式、別記第三十六号の七様式、別記第三十

六号の九様式及び別記第三十六号の十一様式による定期検査報告

概要書

五 処分等概要書 五 処分等概要書

六 全体計画概要書 六 全体計画概要書

七 指定道路図 七 指定道路図

八 指定道路調書 八 指定道路調書

２ 特定行政庁は、前項の書類（同項第七号及び第八号の書類を除く。）

を当該建築物が滅失し、又は除却されるまで、閲覧に供さなければな

らない。

２ 特定行政庁は、前項の書類（同項第七号及び第八号の書類を除く。）

を当該建築物が滅失し、又は除却されるまで、閲覧に供さなければな

らない。

３ 特定行政庁は、第一項の書類を閲覧に供するため、閲覧の場所及び

閲覧に関する規程を定めてこれを告示しなければならない。

３ 特定行政庁は、第一項の書類を閲覧に供するため、閲覧の場所及び

閲覧に関する規程を定めてこれを告示しなければならない。

（映像等の送受信による通話の方法による口頭審査） （映像等の送受信による通話の方法による口頭審査）

第十一条の四 令第百四十七条の四において準用する行政不服審査法

施行令（平成二十七年政令第三百九十一号）第八条に規定する方法に

よつて口頭審査の期日に審理を行う場合には、審理関係人（行政不服

審査法（平成二十六年法律第六十八号）第二十八条に規定する審理関

係人をいう。以下この条において同じ。）の意見を聴いて、当該審理

に必要な装置が設置された場所であつて審査庁（同法第九条第一項に

規定する審査庁をいう。）が相当と認める場所を、審理関係人ごとに

指定して行う。

第十一条の五 令第百四十七条の四において準用する行政不服審査法

施行令（平成二十七年政令第三百九十一号）第八条に規定する方法に

よつて口頭審査の期日に審理を行う場合には、審理関係人（行政不服

審査法（平成二十六年法律第六十八号）第二十八条に規定する審理関

係人をいう。以下この条において同じ。）の意見を聴いて、当該審理

に必要な装置が設置された場所であつて審査庁（同法第九条第一項に

規定する審査庁をいう。）が相当と認める場所を、審理関係人ごとに

指定して行う。
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